
第１０回愛知県新型コロナウイルス感染症対策本部会議次第 

日時：2020年５月２６日（火） 

午前１０時から 

場所：愛知県本庁舎６階 正庁 

１ 挨拶 

２ 議題 

（１）県民・事業者の皆様へのメッセージについて 

（２）愛知県新型コロナウイルス感染拡大予防対策指針について 

（３）その他 
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愛知県緊急事態宣言の解除に際して 

県民・事業者の皆様へのメッセージ 
 

 

 

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた愛知県の取組み 

愛知県では、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向け、４月１０

日に県独自の「愛知県緊急事態宣言」を発出し、「緊急事態措置」を定

め、直ちに実施に移すとともに、４月１６日の国の「緊急事態宣言」に基

づく特定警戒都道府県への指定、５月４日には国の緊急事態宣言が５

月３１日まで延長されたことを受け、緊急事態宣言の期間を５月３１日ま

で延長し、全力で感染防止対策に取り組んでまいりました。 
 

この結果、新規感染者数は４月２５日に一人となって以降、大きく減少

傾向にあり、医療提供体制も十分に確保できており、５月１４日には、国

においても、法に基づく緊急事態宣言の対象区域から解除されたところ

です。 
 

医療関係者の皆様には、昼夜を問わず最前線で献身的に対応をい

ただくとともに、県民や事業者の皆様には、外出自粛や休業要請などに

ご協力をいただき、全ての皆様に、心より感謝申し上げます。 
 

Ⅱ．社会経済活動の再開 

そうした中で、本県では、引き続き、感染防止対策の実施が必要であ

るため、県独自の緊急事態宣言の期間とした５月３１日まで、緊急事態

措置を継続しつつ、段階的に社会経済活動のレベルを上げていくため、

学校については、１８日以降の分散登校日の設定や２５日からの分散登

校や時差登校などを実施しています。 
 

事業者の皆様への休業要請についても、徹底した感染防止対策の実

施を前提に、順次、緩和することとし、５月１５日にはクラスター発生実績

が無い施設を、５月１９日には、徹底した感染防止対策により三つの密

の回避が可能な施設を、さらに５月２２日には、クラスター実績のある施

設を除いた施設の休業要請を解除いたしました。 
 



Ⅲ．愛知県緊急事態宣言等の解除 

全国的にも、新規感染者数の減少等から、５月２１日に関西圏の２府１

県が、２５日は、残された首都圏１都３県と北海道の緊急事態宣言が解

除され、全ての都道府県で、感染拡大防止対策を講じつつ、社会経済

活動を再開するための取組が始まっています。 
 

本県では、５月１４日の国の宣言の対象区域の解除後も、感染状況は、

国が判断の目安としている新規感染者数を大きく下回り、減少を続けて

います。 
 

これらの状況を総合的に勘案し、本県においても、「愛知県緊急事態

宣言」及び「愛知県緊急事態措置」を解除することといたします。 
 

Ⅳ．徹底した感染防止対策の実施を 

一方で、断続的に新規感染者が発生するなど、感染症のリスクは、依

然として社会生活の場に存在していますので、今後も、社会経済活動を

持続的に両立させながら、再度の感染拡大を防止していくことが不可欠

であります。 
 

このため、引き続き、県民の皆様には、３つの密を避けるなど、「新し

い生活様式」の実践を、事業者の皆様には、個別施設ごとに、あらゆる

リスクに備え、徹底した感染防止対策の実施をお願いします。 
 

県においても、感染状況と医療提供体制の確保の状況を、新規感染

者数、陽性率、入院患者数により監視を続け、判断基準となる指標を超

えるなど、感染の拡大が認められた場合には、迅速かつ的確に規制に

よる感染防止対策を講じてまいります。 
 

県民の皆様の生命と健康を守ることを、引き続き最優先課題とし、一

日でも早く、安心な日常生活と、活力ある社会経済活動を取り戻してい

くため、県民の皆様、医療関係者、市町村、事業者の皆様と一致協力し、

一体となって、感染症の克服に取り組んでまいりますので、引き続き、ご

理解とご協力をいただきますようお願いいたします。 
 

２０２０年 ５月２５日 

                    愛知県知事 大 村 秀 章 



愛知県新型コロナウイルス 

感染拡大予防対策指針（案）

県民の皆様の生命と健康を守り 

活力ある社会経済活動を維持するために 

２０２０年 ５月２６日 

愛 知 県 



本指針の策定趣旨 

この「愛知県新型コロナウイルス感染拡大予防対策指針」は、県民の皆様

の生命を守り、感染拡大の防止と社会経済活動の維持の両立を持続的に可

能とするため、感染症を巡る状況を的確に把握し、県や市町村、医療関係

者、専門家、県民や事業者が一丸となって、感染拡大予防対策をさらに進め

ていくため、新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「法」という。）第２４

条第９項に基づき、県民及び事業者の皆様に協力を要請する事項など、今

後、講じるべき対策を、現時点で整理し、対策を実施するにあたっての指針

を定めたものです。 



県民・事業者の皆様へのメッセージ P- 1

１．これまでの経過 P- 3
（１）感染状況と医療提供状況等 P- 3
（２）愛知県独自の緊急事態宣言と緊急事態措置 P- 4

２．対策の基本方針 P- 8

３．個別対策ごとの実施方針 P- 9

（１）感染状況等の監視 P- 9

（２）県民・事業者の皆様へのお願い P- 10
１）「新しい生活様式」の定着 P- 10
２）一定の期間を設けて段階的に緩和 P- 10
３）都道府県をまたぐ移動 P- 10
４）クラスター発生実績のある施設の利用 P- 11
５）催物（イベント等）の開催 P- 11
６）職場への出勤等 P- 13

（３）医療面での対策 P- 13
①医療提供体制の維持・強化 P- 13
②検査体制の維持・強化 P- 13
③医療資機材の調達 P- 14
④さらなる対策 P- 15

（４） 学校・教育 P- 15
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（６） その他の取組 P- 18
①防災対策における感染防止対策～避難所の感染防止対策 P- 18
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愛知県緊急事態宣言の解除に際して 

県民・事業者の皆様へのメッセージ 

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた愛知県の取組み 

愛知県では、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向け、４月

１０日に県独自の「愛知県緊急事態宣言」を発出し、「緊急事態措

置」を定め、直ちに実施に移すとともに、４月１６日の国の「緊急事態

宣言」に基づく特定警戒都道府県への指定、５月４日には国の緊急

事態宣言が５月３１日まで延長されたことを受け、緊急事態宣言の

期間を５月３１日まで延長し、全力で感染防止対策に取り組んでま

いりました。 

この結果、新規感染者数は４月２５日に一人となって以降、大きく

減少傾向にあり、医療提供体制も十分に確保できており、５月１４日

には、国においても、法に基づく緊急事態宣言の対象区域から解除

されたところです。 

医療関係者の皆様には、昼夜を問わず最前線で献身的に対応を

いただくとともに、県民や事業者の皆様には、外出自粛や休業要請

などにご協力をいただき、全ての皆様に、心より感謝申し上げます。 

Ⅱ．社会経済活動の再開 

そうした中で、本県では、引き続き、感染防止対策の実施が必要

であるため、県独自の緊急事態宣言の期間とした５月３１日まで、緊

急事態措置を継続しつつ、段階的に社会経済活動のレベルを上げ

ていくため、学校については、１８日以降の分散登校日の設定や２５

日からの分散登校や時差登校などを実施しています。 

事業者の皆様への休業要請についても、徹底した感染防止対策

の実施を前提に、順次、緩和することとし、５月１５日にはクラスター

発生実績が無い施設を、５月１９日には、徹底した感染防止対策によ

り三つの密の回避が可能な施設を、さらに５月２２日には、クラスター

実績のある施設を除いた施設の休業要請を解除いたしました。 
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Ⅲ．愛知県緊急事態宣言等の解除

全国的にも、新規感染者数の減少等から、５月２１日に関西圏の２

府１県が、２５日は、残された首都圏１都３県と北海道の緊急事態宣

言が解除され、全ての都道府県で、感染拡大防止対策を講じつつ、

社会経済活動を再開するための取組が始まっています。 

本県では、５月１４日の国の宣言の対象区域の解除後も、感染状

況は、国が判断の目安としている新規感染者数を大きく下回り、減少

を続けています。 

これらの状況を総合的に勘案し、本県においても、「愛知県緊急

事態宣言」及び「愛知県緊急事態措置」を解除することといたします。 

Ⅳ．徹底した感染防止対策の実施を

一方で、断続的に新規感染者が発生するなど、感染症のリスクは、

依然として社会生活の場に存在していますので、今後も、社会経済

活動を持続的に両立させながら、再度の感染拡大を防止していくこ

とが不可欠であります。 

このため、引き続き、県民の皆様には、３つの密を避けるなど、「新

しい生活様式」の実践を、事業者の皆様には、個別施設ごとに、あら

ゆるリスクに備え、徹底した感染防止対策の実施をお願いします。 

県においても、感染状況と医療提供体制の確保の状況を、新規

感染者数、陽性率、入院患者数により監視を続け、判断基準となる

指標を超えるなど、感染の拡大が認められた場合には、迅速かつ的

確に規制による感染防止対策を講じてまいります。 

県民の皆様の生命と健康を守ることを、引き続き最優先課題とし、

一日でも早く、安心な日常生活と、活力ある社会経済活動を取り戻し

ていくため、県民の皆様、医療関係者、市町村、事業者の皆様と一

致協力し、一体となって、感染症の克服に取り組んでまいりますので、

引き続き、ご理解とご協力をいただきますようお願いいたします。

２０２０年 ５月２６日 

                    愛知県知事 大 村 秀 章
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(1)感染状況と医療提供状況等

 昨年１２月に中国武漢市で確認された新型コロナウイルス感染症は、全世

界に拡大し、本県においても１月に中国人渡航者の感染が確認され、２月

以降、感染者の発生が続き、感染者数は２月２７人、３月１４９人、４月３０５

人（再感染者除く）となりました。 

 医療面に関しては、感染が疑われる方々を保健所に設置した帰国者・接

触者相談センターで受け付け、受診が必要な方を帰国者・接触者外来へ

紹介し、陽性と判明した方には、感染症指定医療機関等で入院治療して

いただく体制により対応してきました。そうした中、４月上旬から患者数が急

速に増加するとともに、感染経路不明者も多く確認されたことを踏まえ、「愛

知方式」として、重症・中等症の方に医療を重点的に提供し、無症状・軽症

者の方には宿泊施設等で療養していただく体制を整備しました。 

 また、県衛生研究所のＰＣＲ検査の機能強化等により、県全体の検査能力

の拡充を図るとともに、ＰＣＲ検査能力の拡充を検査件数の増加につなげ

るため、検査対象者の拡大を保健所等へ周知しました。さらに、検査を集

中的に行うＰＣＲ検査所を５月１５日に設置しました。 

 ４月下旬以降、感染者数は減少傾向となり、５月の感染者数は２４日までで

２１人（再感染者除く）、また、５月２４日現在、入院者は２５人となっています。 

１．これまでの経過  
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(2)愛知県独自の緊急事態宣言と緊急事態措置 

 国は、新型コロナウイルス感染症の流行の早期終息に向け、３月１４日

に、新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「法」という。）を改正す

るとともに、３月２６日に法第１５条第１項に基づく政府対策本部を設置し

ました。 

 愛知県では、これに先立ち、１月３０日に、知事を本部長とする「愛知県

新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置し、庁内横断的な対策に着

手し、３月２６日の政府対策本部の設置を受け、同日、法第２２条第１項

に基づく対策本部として改組し対策の一層の強化を図ることとしました。 

 また、全国規模での患者数の増加を受け、国は４月７日に、東京都、大

阪府を始め７都府県を対象として緊急事態宣言を発出、本県において

も、４月１０日に、県独自の「愛知県緊急事態宣言」を発出し、直ちに「緊

急事態措置」を定め、対策本部の下に特措法対策チームを始め８つの

個別チームを設置して体制の強化を図り、全県民の皆様の生命と健康

を守ることを最優先として、ありとあらゆる対策を実施することとしました。 

 緊急事態措置では、感染症の早期収束には、徹底した人と人との接触

機会の低減が必要となることから、法第２４条第９項に基づき、県民及び

事業者の皆様に、外出の自粛と、「密閉」「密集」「密接」の“三つの密”を

避ける行動を要請するとともに、４月１３日には、それまでにクラスターが

発生していた繁華街の接待を伴う飲食店等への外出の自粛を強く呼び

かけています。 

 また、４月１６日には、愛知県が国の緊急事態宣言に基づく「特定警戒都

道府県」に指定されたことを受け、感染のリスクが高く、感染拡大の原因

となる可能性が高い施設に対し、４月１７日から５月６日までの間、法第２

４条第９項に基づき、休業協力要請等をお願いするとともに、ご協力いた

だいた事業者の皆様に協力金を交付することとしました。 

 さらに、４月２４日、大型連休を控え、週末に多くの人が集まる場での対

策として、スーパーマーケット等での買い物に際し、県民・事業者の皆様

に「あいちの買い物ルール」への協力を、公園を利用する際にも、少人

数で混雑を避け、人と人との距離をとることをお願いしました。 
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 ４月２８日には、特に、不要不急の帰省や旅行、県内外の移動の自粛を

お願いするメッセージを発出するとともに、翌日から５月６日まで、ＪＲ名

古屋駅の新幹線改札口において、来県者に不要不急の外出自粛を呼

びかける啓発活動と任意での検温を実施しています。 

 また、営業を継続するパチンコ店に対し、４月２４日から、個別訪問による

協力要請を続けるとともに、４月２８日からは、法第４５条第２項に基づく

要請、第３項に基づく指示、第４項に基づく公表の手続きを講じ、５月２

日には全ての店舗で休業協力をいただきました。 

 ５月４日、国が緊急事態宣言の枠組みを５月３１日まで延長する旨を決

定したことを受け、愛知県としても、県独自の緊急事態宣言と緊急事態

措置の期間を同日まで延長し、医療提供体制の更なる強化に取り組む

とともに、県民の皆様の生活や企業等の経済活動への影響を最小限に

抑える取組に万全を期すこととし、県民・事業者の皆様にも引き続き協力

をいただくようメッセージを発出しています。 

 これらの取組の結果、新規感染者数が４月２５日に一人となって以降、大

きく減少傾向にあり、医療提供体制も十分に確保することができているた

め、５月１４日には、国の緊急事態宣言が解除されています。 

 しかし、引き続き、感染防止対策の実施が必要であるため、県独自の緊

急事態宣言の期間とした５月３１日まで、緊急事態措置を継続しつつ、

段階的に社会経済活動のレベルを上げていくため、学校については１８

日以降の分散登校日の設定や、２５日からの分散登校や時差登校を実

施する他、事業者の皆様への休業要請についても順次、緩和することと

しました。 

 休業要請の緩和に際しては、クラスター発生の有無など感染リスクに即

して、施設を三つに区分し、徹底した感染防止対策の実施を前提に、順

次、休業要請を緩和することとしています。 

 ５月１５日には、区分Ⅰ：クラスターの発生実績が無く、かつ県民の健康

的な生活に資する施設、及び区分Ⅱ：クラスターの発生実績が無い施設

を緩和、５月１９日には、区分Ⅲのうち、クラスター発生実績が無い、水泳

場、ボウリング場及び床面積 1,000 ㎡以上のホテル・旅館（集会の用に

供する部分）、５月２２日には、区分Ⅲのうち、クラスター発生実績のある
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施設を除いた施設を除いた、遊興施設、運動・遊技施設について緩和

を行っています。 

 感染状況は、国が感染状況の判断の目安としている「１０万人あたりの直

近１週間の累積報告数・０．５人」に対し、５月１１日に１／５の０．１人を、

５月１５日の緩和開始以降も、２１日に１／１０の０．０５人を下回るなど、減

少を続け、落ち着いた状況が続いています。 

 全国的にも、５月２１日に大阪府・京都府・兵庫県、５月２５日には、残さ

れた首都圏１都３県と北海道の緊急事態宣言が解除され、全ての都道

府県で、感染拡大の防止を維持しながら、社会経済活動を再開するた

めの取組が始まりました。 

 本県においても、これらの状況を総合的に判断し、５月２６日、「愛知県

緊急事態宣言」及び「愛知県緊急事態措置」を解除することとしました。 

▼愛知県の１０万人あたりの累積報告数の推移 
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3月 14日 （日） 新型インフルエンザ等対策特別措置法改正

26日 （木） 政府対策本部設置

愛知県新型コロナウイルス感染症対策本部設置

4月 7日 （火） 国・7都府県に緊急事態宣言
10日 （金） 愛知県緊急事態宣言・緊急事態措置決定

13日 （月） 繁華街の接待を伴う飲食店への自粛要請

16日 （木） 国・愛知県を含む13都道府県に緊急事態宣言
17日 （金） 法第24条第9項に基づく休業協力要請
24日 （金） あいちの買い物ルール・公園利用のお願い

営業継続中のパチンコ店に訪問要請

28日 （火） 大型連休を控えて外出自粛のメッセージ

法第45条第2項の要請・事前通知
29日 （水） ＪＲ名古屋駅新幹線改札口で啓発・検温活動

30日 （木） 法第45条第2項の要請・第3項の公表
5月 1日 （金） 法第45条第3項の指示・事前通知

4日 （月） 国・緊急事態宣言を5月31日まで延長
愛知県緊急事態宣言を5月31日まで延長

14日 （木） 国の緊急事態宣言の対象区域から解除

15日 （金） 施設区分Ⅰ・Ⅱの休業要請緩和

19日 （火） 施設区分Ⅲの一部の休業要請緩和

21日 （木） 関西圏2府1県の緊急事態宣言解除
22日 （金） 施設区分Ⅲのクラスタ実績のある施設を除き休業要請緩和

25日 （月） 首都圏1都3県・北海道の緊急事態宣言解除
26日 （火） 愛知県緊急事態宣言・緊急事態措置解除

愛知県新型コロナウイルス感染拡大予防対策指針

▼これまでに実施した緊急事態措置の経過 
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（１）感染状況等の監視 

 新規感染者数、陽性率、入院患者数を指標として速やかに把握し、設定し

た基準値を超えるなど、感染の拡大が認められた場合には迅速かつ的確

に感染防止対策を講じます。 

（２）県民・事業者の皆様へのお願い 

 県民の皆様には、「三つの密」を徹底的に避け、基本的な感染対策の継続

など「新しい生活様式」の実践を、事業者の皆様には、営業の継続・再開に

際して、徹底した感染防止対策の実施をお願いいたします。 

（３）医療面での対策 

 新型コロナウイルス感染症に対応する医療体制「愛知方式」により、重点医

療機関等に入院の必要な中等症の患者を集中的に受け入れるとともに、

重症者に対しては、高度医療を提供できる治療体制を確保し、軽症者や

症状がない患者については、宿泊施設等での安静・療養を原則とすること

で、医療崩壊を防ぎます。 

 患者受け入れ等の医療提供体制の強化、検査能力の拡充、相談体制の

整備や情報提供など、県民の皆様の生命と健康を守る取り組みを引き続き

進めます。 

（４）学校・教育 

 教育活動の再開に向けた準備や再開後の新型コロナウイルス感染症対策

を適切に行います。 

 限られた期間の中で、学習の遅れを取り戻すため、児童生徒が家庭等で

質の高い学習コンテンツを利用できるよう、県立学校の児童生徒を対象に、

民間のオンライン学習支援サービスを導入します。 

（５）経済対策 

 県民の生活や企業等の経済活動への影響を最小限に抑えるため、県独自

に、あるいは国の緊急経済対策に呼応して、県内市町村とも緊密な連携を

図りながら取組を推進することにより、現下の厳しい経済状況を克服し、活

力ある社会経済活動を取り戻します。 

２．対策の基本指針 
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（１） 感染状況等の監視 

 愛知県では、感染の状況や医療提供体制の状況を慎重に分析、検証し、

医療提供体制をしっかりと確保しながら、社会経済活動とのバランスをとる

方法をとってきました。 

 この取組により、一貫して、県民の皆様の生命を守るための医療提供体制

を十分に確保することができ、国の緊急事態宣言の解除後は、感染防止

対策を維持しつつ、休業要請の緩和など、段階的に社会経済活動のレベ

ルをあげてきています。 

 全国的に第二波の可能性が危惧されているように、感染症は、再度の感染

拡大のリスクが存在していますので、今後も、感染症の拡大防止対策と社

会経済活動の維持を両立させ、機動的に対応を進めていくことが求められ

ています。 

 このため、感染状況については、過去７日間における平均の新規感染者数

や検査者数に占める陽性者の割合（陽性率）、医療提供体制の状況につ

いては、過去７日間における平均入院患者数により、常に定量的に分析、

検証を継続して実施するとともに、判断基準となる指標を設け、注意・警戒

情報の発出や、規制の実施など、迅速かつ適切に対応を進めてまいります。 

○ 新規感染者数、陽性率、入院患者数の過去７日間平均の数値を基準として、注

意(警戒)領域(イエローゾーン)を１つでも上回れば、警告を発し一部規制モードに

入り、危険領域(レッドゾーン)をすべて上回れば、厳しく規制するというものです。 

３．個別対策ごとの実施方針 

判断基準となる指標とは
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（２）県民・事業者の皆様へのお願い 

 「新しい生活様式」の定着や、一定期間を設けての段階的な緩和などにつ

いては、５月２５日に国から示された新たな「基本的対処方針」を踏まえ、以

下のとおり対応してまいりますので、ご協力をお願いします。 

１） 「新しい生活様式」の定着 

 今後、持続的な対策が必要になると見込まれることを踏まえ、「三つの密」

の回避や、「人と人との距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛

生」をはじめとした基本的な感染対策の継続など、感染拡大を予防する

「新しい生活様式」を実践し、日常生活の中に定着していただくようお願い

します。 

 具体的には、国の専門家会議の資料１「人との接触を８割減らす１０のポイ

ント」や、資料２「新しい生活様式の実践例」で示されている様々な対策を、

一人ひとりの日常生活や職場の様々な場面に取り入れていただくようお願

いします。 

 また、多くの人が集まる場で感染防止対策としてお願いした、資料３「あい

ちの買い物ルール」や「公園利用のお願い」についても、新しい生活様式

の一部として、実践を続けていただくようお願いします。 

２） 一定の期間を設けて段階的に緩和 

 「新しい生活様式」が社会経済全体に定着するまで、一定の期間を設ける

こととし、概ね３週間ごとに、感染状況や感染拡大リスク等について評価を

行いながら、種々の活動を段階的に緩和します。 

①段階＝これからの３週間程度（       ～6月 18日（木）迄）
②段階＝その後の３週間程度 （6月 19日（金）～7月 9日（木）迄）
③段階＝その後の３週間程度 （7月 10日（金）～7月 31日（金）迄）

３）都道府県をまたぐ移動 

 不要不急の帰省や旅行など、都道府県をまたぐ移動は、資料４のとおり、

５月末までは、感染拡大防止の観点から避けるようお願いします。 

 その後、①段階では、５月２５日の緊急事態宣言解除の際に特定警戒都
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道府県であった首都圏１都３県及び北海道との間の移動は、慎重に対応

していただくようお願いします。 

 また、観光振興の観点からの移動については、①②段階でまずは県内観

光の振興から取り組むこととし、その状況を踏まえつつ、③段階から県外

からの積極的な呼び込みを実施することといたします。 

４）クラスター発生実績のある施設の利用 

 これまでにクラスターが発生しているような施設として５月２２日付けで「休

業協力要請を継続する施設」として発表した施設（資料５）の利用は、５月

末まで、感染拡大防止の観点から避けるようお願いします。 

 その後、感染拡大予防ガイドライン等が実践されるなど、感染防止対策の

徹底により、一定の安全性を確保することを前提に、①段階の６月１日か

ら緩和することとします。 

 感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があった場合は、国

と連携して、施設の使用制限等を含めて、県民・事業者の皆様に必要な

協力の要請等を行います。 

５）催物（イベント等）の開催 

 催物等の開催に対する中止又は延期要請等は、「新しい生活様式」や、

業種ごとに策定されるガイドラインに基づく感染防止対策が講じられること

を前提に、①～③の概ね３週間ごとに、感染状況や感染拡大リスク等を評

価しながら、資料６「イベント開催制限の段階的緩和の目安」のとおり、段

階的に規模要件（人数上限）を緩和します。 

 イベント開催の可否を判断するに当たっては、６月１８日までの間は、以下

を目安としていただくとともに、適切な感染防止対策の（入退場時の制限

や誘導、待合場所等における密集の回避、手指の消毒、マスクの着用、

室内の換気、出演者の発生等を伴う催物にあっては客席との十分名距離

の確保、声援に係る感染防止等）の実施をお願いします。 

○ 屋内であれば１００人以下、かつ収容定員の半分程度以内の参加人

数にすること。 

○ 屋外であれば、２００人以下、かつ人と人との距離を十分に確保できる

こと（できるだけ、２ｍ） 
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 また、イベントそのものが、リスクの低い場所で行われたとしても、イベント

の前後や休憩時間などの交流の場で感染拡大のリスクを高める可能性が

あることを踏まえ、交流等を極力控えるようお願いします。 

 イベントに係る人数、収容定員に係る人数割合及び人と人との距離に係

る要件については、段階ごとに次に掲げる数値を上限として、段階的に緩

和することとします。 

②段階 【６月１９日～７月９日】 

 屋内・屋外ともに 1,000 人以下 

   ③段階 【７月 10 日～３１日】 

 屋内・屋外ともに 5,000 人以下 

※ 上記人数要件に加え、屋内にあっては収容定員の半分程度以内の

参加人数にすることとし、屋外にあっては、人と人との距離を十分に確

保できることとする（できるだけ２ｍ）。 

 注） 上記の人数は、主催者と参加者のいる場所が明確に分かれている場合

（例：プロスポーツイベントの選手と観客等）には参加者数のみを計上すること

とし、主催者と参加者のいる場所が明確に分かれていない場合（例：展示会

の主催者と来場者等）には両者を合計した数とします。 

 主催者においては、催物の態様（屋内か屋外か、全国的か地域的か等）

や種別（コンサート、展示会、スポーツの試合や大会、お祭りなどの行事

等）に応じて、開催の要件や講じるべき感染防止対策に十分に配慮して

いただくようお願いします。 

 なお、全国的な人の移動を伴うような大規模イベント（スポーツの試合等）

は、段階的な緩和を図っていく中で、②段階から、まずは無観客での開

催を求めることといたします。（③段階以降は、上記の人数、収容定員に

係る人数割合及び人と人との距離を十分に確保できる要件とする。） 

 上記の移行期間で、各段階の一定規模以上の催物の開催は、リスクへの

対応が整わない場合は、中止又は延期するよう、主催者に対し、慎重な

対応を求めます。 

 催物等の開催にあたっては、その規模に関わらず、主催者において、「三

つの密」が発生しない席配置や人と人との距離の確保、催物の開催中や

前後の選手、出演者や参加者等の主催者による行動管理等、基本的な
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感染防止対策を講じていただきますようお願いします。 

 また、参加者名簿等を作成して連絡先等を把握しておくことや、導入が検

討されている接触確認アプリの活用等をお願いいたします。 

 感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があった場合は、国

と連携して、催物等の無観客化、中止又は延期等を含めて、速やかに主

催者に対し、必要な協力の要請等を行います。 

６）職場への出勤等 

 事業者の皆様には、引き続き、在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自転

車通勤等、人との接触を低減する取組をお願いします。 

 また、職場や店舗等に関して、感染拡大予防ガイドラインの実践をはじめ

として、感染拡大防止のための適切な取組をお願いします。 

（３） 医療面での対策 

① 医療提供体制の維持・強化 

 本県では、これまで、医療関係者の皆様の献身的なご尽力により、医

療崩壊を起こすことなく新型コロナウイルス感染症患者に対して必要な

医療を提供できています。引き続き、現行の医療提供体制のレベルを

維持するとともに、第２波、第３波に備え、更なる強化に取り組んでいき

ます。 

○ 入院病床は感染症指定医療機関（１２病院７２床）、その他協力医

療機関（58 病院 428 床）を合わせ、合計７０病院５００床を確保。 

○ 重点医療機関は１５病院を確保し、専門的治療を有する受入医療

機関は、がん患者２５病院、透析患者１３病院、妊産婦３病院、小児

患者１２病院を確保。 

○ 軽症等の療養を行う宿泊施設は、１，３００室を確保。 

○ 今後の第２波の発生に備え、新型コロナウイルス感染症専門病院

の設置を計画中。 

② 検査体制の維持・強化 

 新型コロナウイルス感染症が疑われる方を速やかに検査し、適切な医
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療に結び付けるために、愛知県衛生研究所を始め、保健所設置市、民

間検査機関及び医療機関における PCR検査能力の拡充を図ります。 

 地域の診療所等で診察を受け、PCR 検査が必要と判断される方の需

要増大に備えるとともに、帰国者・接触者外来の負担軽減のために、ド

ライブスルー方式等の PCR検査所を設置します。 

○ ５月１５日 瀬戸保健所豊明保健分室に開設 

○ ５月２１日 名古屋市及び豊橋市において開設 

○ 今後、県内各地域において状況に応じた増設を検討中 

 迅速抗原検査キットについては、早期診断や院内感染対策などでの有

効性が期待できることから、PCR 検査と併せて、役割分担しながら、広

く実施していく必要があります。 

 抗体検査キットについては、感染率（既感染）の把握に有用と考えられ

るため、国の性能評価の結果等により精度を確認しながら、広く実施で

きるよう検討していく必要があります。 

③ 医療資機材の調達 

 入院協力医療機関が整備する人工呼吸器、簡易陰圧装置、体外式膜

型人工肺（ＥＣＭＯ）などの設備や医療従事者が着用するマスク、防護

服、手袋など個人防護具の資材購入費用に対して補助を行います。 

 帰国者・接触者外来設置医療機関が整備する HEPA フィルター付空気

清浄機、HEPA フィルター付パーティションや医療従事者が着用するマ

5/10
時点

5/12 5/18 5/22 5/29
6月
中旬

秋

300 638 758 783 905 1,125 1,325

120 120 240 240 280 320 480

180 180 180 205 245 245 245

338 338 338 380 560 600 医療機関（52）

　県　　全　　体

 県衛生研究所

 保健所設置市
 民間検査機関
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スク、防護服、手袋など個人防護具の資材購入費用に対して補助を行

います。 

 県がマスク、防護服、手袋等を購入し、保健所を通じて各医療機関に配

布します。 

④ さらなる対策 

厳しい環境に置かれる医療従事者や病院を支援し、県内の医療提供体

制を支えます。 

   ○ 県独自の「愛知県医療従事者応援金」の交付 

   ○ 資金繰りが悪化している第 2 次救急医療を担う病院を運営する医

療法人に対する「新型コロナウイルス感染症対策民間病院経営維持

資金貸付金」による無利子・無担保の融資 

（４） 学校・教育 

① 学校における教育活動の再開に向けた準備・再開後の感染症対策 

 ５月２０日に通知した「教育活動の再開に向けたガイドライン」に基づき、

県立学校において、教育活動の再開に向けた準備や再開後の新型コロ

ナウイルス感染症対策を適切に行います。 

 〔参考〕 

○ ５月２２日付け文部科学省事務連絡「学校における新型コロナウ

イルス感染症に関する衛生管理マニュアル～『学校の新しい生活

様式』～について」を周知しました。 

② 児童生徒のオンライン学習の支援 

 県立学校については、５月２５日から段階的に再開し、市町村立学校や

私立学校においても、それぞれ段階的な再開が図られているところです。 

 県立学校のオンライン学習環境を整備するため、インターネット回線を増

強するとともに、児童生徒用のタブレット端末や教員用のモバイルルータ

ーを順次配備します。 

 学校再開後は限られた期間の中で授業を行う必要があり、これまでの学

習の遅れを取り戻すためには、学校だけでなく、家庭における学習内容
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の予習・復習によって学力定着を図ることが重要です。そのため、児童生

徒が家庭等で質の高い学習コンテンツを利用でき、教員が各児童生徒

の学習の進捗状況を把握できるよう、県立学校の児童生徒を対象に、民

間のオンライン学習支援サービスを導入し、６月から利用を開始します。  

③  さらなる支援 

  円滑な学校の再開に向けた支援を展開します。 

○ 感染防止のための特別支援学校スクールバスの増車 

○ 高等学校等奨学給付金における支給対象者の拡大  

○ 県立学校等における消毒液・マスクなど衛生用品の確保、国公私

立幼稚園における消毒液・マスクなど衛生用品の確保に対する支

援 

（５） 経済対策 

① 事業者に対する支援 

 国制度を活用した実質無利子、無担保、保証料ゼロの融資制度「感染

症対応資金」により、一段と業況が悪化する中小・小規模事業者の借

換や長期資金のニーズに対応します。 

 また、事業が正常化するまでの当座資金として、また、雇用調整助成金
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等が給付されるまでのつなぎ資金として、実質無利子、無担保、保証料

ゼロの融資制度「緊急小口つなぎ資金」により、中小・小規模事業者の

資金繰り支援を拡充します。 

 無担保、かつ延滞金なしで、１年間、県税の徴収を猶予する特例措置

を創設し、収入が大幅に減少した事業者等の負担を軽減します。 

 農業、林業、漁業、製造業、飲食業、小売業など幅広い業種で活用で

きる持続化給付金について、きめ細かな相談対応を実施するとともに、

中小企業が支給する休業手当を助成する雇用調整助成金について、

あいち労働総合支援フロア「労働相談コーナー」や県民事務所等産業

労働課における労働相談、県 Web ページ、メールマガジン等を通じて

周知します。 

 国と県が利子補給を行い、当初５年間実質無利子・無担保・無保証料

で借り入れできる農業近代化資金及び漁業近代化資金について、融

資枠を拡大し、農林水産事業者等を支援します。 

 イベントや冠婚葬祭の自粛等により需要が低迷している「花き」や大葉

等の「つまもの」について、新たな利活用に取り組む農業者を支援しま

す。 

 価格の下落や販売量の減少が顕著である県産牛肉・名古屋コーチン

を学校給食に提供し、児童生徒を応援するとともに、県内畜産農家及

び食肉事業者を支援します。 

 外国人技能実習生が入国できないことによる人手不足の解消を図るた

め、県立農業大学校において農業研修を実施します。 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、活動の場が減少したアー

ティストや文化芸術団体等の活動を支援します。

② 家計に対する支援 

 新型コロナウイルス感染症の影響による休業や失業により、収入が減少し

た世帯に対して、生活福祉資金貸付制度の拡充により、生活費用を支援

するとともに、住居確保給付金の支給対象を拡大し、離職や廃業と同程

度の状況になり、住居を失った又は住居を失うおそれのある世帯に対し、

期間を定めて家賃相当額を支援します。 
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 新型コロナウイルス感染症の影響による解雇等により、住まいの確保が困

難となった方に県営住宅を提供します。 

③ さらなる対策 

 感染症拡大が収束した後を見据え、国の取組と足並みを揃えながら、経

済回復への支援策を展開します。 

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大が収束した後の官民一体型の消

費喚起キャンペーンの実施など、観光・運輸業、飲食業、イベント・

エンターテインメント事業等に対する支援 

○ スマート農業の導入・実証などを通じた農林水産業への支援 

○ 文化芸術、スポーツ活動の事業継続や生活維持に係る支援 

○ 生産拠点の国内回帰や多元化等を通じたサプライチェーン改革 

○ 海外展開企業の事業の円滑化、農林水産物・食品の輸出力の維

持・強化及び国内供給力の強化支援 

○ テレワークや遠隔教育など、リモート化等によるデジタル・トランスフ

ォーメーションの加速 

○ 介護サービス分野及び障害福祉サービス分野における感染症対

策の推進 

（６） その他の取組

① 防災対策における感染防止対策 ～避難所の感染防止対策 

 新型コロナウイルス感染症が発生する状況のなか、大雨や地震などの

自然災害が発生し、市町村が避難所を開設する場合には、県民の皆

様が安心して避難できるよう避難所における感染症対策を進めます。 

 また、安全な親戚・知人宅に避難するなど、避難所が密にならないよう

な避難行動を推奨するとともに県民の皆様に周知します。 

-1. より多くの避難所の確保
○ 通常の災害発生時よりも可能な限り多くの避難所を確保するため、ホ

テル、研修施設などの新たな避難先の確保を進めます。 

-2. 避難所での健康状態の把握
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○ 避難所の受付では、発熱や咳などの兆候・症状の有無について聞き

取りを実施し、兆候・症状が疑われる方は専用のスペースを設けます。 

○ 避難生活開始後も定期的に健康状態を確認します。 

-3. 専用スペースの確保
○ 感染症が疑われる方のために、避難所とは別の建物や避難所内の個

室を確保し、一般の避難者とはゾーンや動線を区別した対応を実施し

ます。 

-4. 手洗い、咳エチケットなどの基本的な対策の徹底と衛生環境の確保
○ 避難所全てのスタッフと避難者が手洗いなどの適切な感染対策を行う

ことで、感染を減らすことができるため、マスクの着用などの咳エチケッ

トと併せた基本的な感染症対策を徹底します。 

○ 炊事場やトイレなど共同で使用するような箇所は定期的に清掃するな

ど、衛生環境を確保します。 

-5. マスクなどの感染症資機材の備蓄
○ マスクや消毒薬など、必要な感染症資機材について備蓄を進めます。 

【 県民の皆様への避難行動のお願い 】 

○ 市町村が発行するハザードマップで自宅の災害リスクを確認し、事前

に避難先を家族で話し合っておきましょう。 

○ 安全な避難先として、自宅に留まることや親戚・知人宅に避難すること

も検討してください。 

○ 避難する際には、マスク、消毒薬、体温計などをできるだけ携行してく

ださい。

② 県民・事業者の皆様への情報提供 

 本部長である知事から、感染状況や医療提供体制の確保の状況、県と

して講じる新たな取組などについて、メッセージや情報を発信し、県民

や事業者の皆様に広く理解と協力を求めます。 

 また、Webページや SNS など、あらゆる媒体を活用して、県民の皆様の

生活や事業者の皆様の社会経済活動に役立てていただくことができる

よう、広く周知に努めます。 
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 さらに、県民や事業者等の疑問や不安に対して、「愛知県・市町村新型

コロナウイルス感染症対策協力金」の申請期間中は、「県民相談窓口

（コールセンター）」において、ワンストップで対応を続けていきます。 

③  県の実施体制及び国・市町村等との連携 

 本県の感染症対策を着実に進めるため新設した感染症対策局を中心に、

全庁横断的な体制を維持するとともに、対策の実施に際しては、医療・

福祉関係者や専門家、国や隣接県、県内市町村など関係機関や諸団

体と緊密に連携・協力し、迅速かつ的確に対応を進めていきます。 
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参考資料 

資料 1 人の接触を８割減らす１０のポイント

資料 2 新しい生活様式の実践例

資料 3 あいちの買い物ルールと公園利用のお願い

資料 4 都道府県をまたぐ移動の段階的緩和の目安

資料 5 これまでにクラスターが発生した主な施設類型

資料 6 イベント開催制限の段階的緩和の目安

資料 7 緩和施設で講じるべき感染防止対策

資料 8 業種ごとの感染拡大予防ガイドライン一覧
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資料１ 
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資料２ 
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①少人数              ～できるだけ一人又は必要最小限の家族のみで 

② 短時間              ～買い物メモを準備し滞在時間を短縮する 

③ 咳エチケット等の徹底  ～必ずマスク着用・手洗い・入店前後の消毒を 

④ 混雑時を避ける       ～すいている時間に、人との距離をあけて 

⑤ 買いだめや買い急ぎはしない ～必要な分だけ買うように 

⑥ 毎日の利用はしない        ～２～３日に１回の計画的な利用を 

あいちの「買い物ルール」 

「県民の皆様」へ 

「スーパー等事業者の皆様」へ 

① 混雑時の入場制限    ～買い物かごコントロール等 

② 人と人との距離の確保 ～入店・会計待ち時のテープ等による間隔明示等 

③ 共用部の消毒・手指衛生 ～扉や手すりなどの消毒等 

④ レジ前のパーティション   ～ビニールシートの活用等 

○ 「開店から１時間程度」を、高齢者、障害者、妊婦、ヘルプマークの皆様

が、安全に、安心して買い物をすることができる時間としていただけるよ

う、事業者の皆様・利用客の皆様にご協力をお願いします。 

高齢者・障害者などへの配慮を

① 少人数        散歩やジョギングなども、少人数で     

② 混雑を避ける    すいている時間、すいている場所を選んで    

③ 人と人との距離を適切にとる 

公園を利用される「県民の皆様」へ 

資料３ 
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都道府県をまたぐ移動の段階的緩和の目安 

資料４ 
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資料５～参考

パブ（接待を伴うもの）

バー（接待を伴うもの）

ダーツバー（接待を伴うもの）

キャバレー

ナイトクラブ

ライブハウス

カラオケボックス

スナック

個室付浴場業に係る公衆浴場

デリヘル

ヌードスタジオ

のぞき劇場

ストリップ劇場

スポーツジム
運動施設

休業協力要請を
継続する施設

種類

遊興施設

資料５ 

５月２２日付けで「休業協力要請を継続する施設」として発表した施設 
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資料６ 
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別表⒋　感染防止対策

区分Ⅰ

発熱者等の施設へ入場防止・注意喚起の掲示

　・従業員の検温・体調確認を行い発熱者や体調不良の従業員の出勤を停止
　・来訪者の検温・体調確認を行い発熱者や体調不良の来訪者の入場を制限
３つの「密」（密閉・密集・密接）の防止・注意喚起の掲示

　・店舗利用者の入場制限、行列を作らないための工夫や列間隔の確保（約2ｍ間隔の確保）
　・換気を行う（可能であれば、2つの方向の窓を同時に開ける）
　・密集する会議の中止（対面による会議を避け、電話会議やビデオ会議を利用）
飛沫防止、接触感染の防止・注意喚起の掲示

・従業員のマスク着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行、目の防護具の装着
・来訪者の入店時におけるマスクの着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行
・店舗、事務所内の定期的な消毒
移動時における感染の防止

・ラッシュ対策（時差出勤、自家用車・自動車・徒歩等による出勤の推進）
・従業員数の出勤数の制限(テレワーク等による在宅勤務の実施等)
・出張の中止（電話会議やビデオ会議などを活用）、来訪者数の制限
「人との接触を8割減らす、10のポイント」の実施 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

「新しい生活様式」の実践例の実施 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

従業員の衛生対策・３密対策、休憩や食事の分散 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

対面する場でのパーティション・ビニールカーテン等の設置・対面機会の回避 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

滞在時間の制限 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

少人数での滞在時間の制限 ● ● ●

ロッカー、シャワー等屋内共用施設の使用制限 ● ● ●

四方空けた席配置 ● ● ● ● ● ● ● ●

座席等間隔の確保（１ｍ、できれば２ｍの間隔確保） ● ● ● ● ● ●

真正面を避けた座席配置 ● ●

座敷席等における多人数での使用自粛 ● ● ● ●

座席間でのパーティションの設置 ● ● ● ● ●

大皿での取り分けによる食料提供の自粛 ● ● ● ●

レジ等での間隔の確保 ● ● ●

展示配置の工夫 ● ●

接触スポーツの制限 ● ●

密の注意喚起の掲示 ● ●

個室などの部屋の使用(定員人数の半分の利用） ● ● ● ● ●

集会の用に供する部分での宴会等は、１００人以下、かつ収容定員の半分以下の人数にする ●

他者と共有する物品やドアノブなど手が触れる場所（テーブル、ドアノブ等）の消毒 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

入場時手指衛生（消毒設備の設置） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

客入れ替えのタイミングでの消毒 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

トイレ内の対応（ハンドドライヤー・共通タオルの禁止、蓋を閉めて流すよう表示） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

休憩スペースでの対応（人数の制限、対面食事・会話の自粛、定期的消毒等） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

入場時体調チェック（入場時間が長い場合） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

店内音楽（BGM、遊技機）を必要最小限にし、大声での会話の必要がない遊技環境の保持 ● ●

「比較的少人数」での開催に限る ● ●

大声での発生、歌唱や声援、接近した距離での会話等の禁止 ● ●

ホ
テ
ル
・
旅
館

● ● ● ● ●

その他

備考

具体的な対策・工夫の内容

出典

対策
区分

国
対
処

方
針

国
事
務

連
絡

専
門
家

提
言

緩和施設で講じるべき感染防止対策

密接

衛生

博
物
館
等

集会・展示施設 商業施設
大
学
・
学
習
塾
等

集
会
場
等

展
示
場

共通

● ● ● ● ● ●●

物
品
販
売

劇
場
等

● ●●

● ● ● ● ● ●●

●

●●● ● ●● ●

● ●

● ● ●

●● ●● ●

●● ●● ●● ●

●● ●● ●● ● ●

●

● ●

催
物
開
催

(

イ

ベ

ン

ト

等

)

社
会
福
祉
施
設
等

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

●

● ● ●

区分Ⅲ 県民の生活や社会活動の維持に必要な施設

住
宅
・
宿
泊
施
設

交
通
機
関
等

工
場
等

金

融

機

関

・

官

公

庁

等

そ
の
他

医
療
施
設

生

活

必

需

物

資

販

売

施

設

食
事
提
供
施
設

社会生活を維持する上で必要な施設
ホ
テ
ル
・
旅
館

遊
技
施
設

運
動
施
設

遊
興
施
設
等

● ● ●●

● ● ●

● ● ●

文
教
施
設

●

●

●

●

区分Ⅱ

施　　　設　　　区　　　分

密集

●

●

●

● ● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ●

サ
ー
ビ
ス
業
等

1000㎡以下 1000㎡超
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各局の対応等説明資料 

１ 感染症対策局・・・・・・・・・・・ １ 

２ 保健医療局・・・・・・・・・・・・ ５ 

３ 総務局・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

４ 県民文化局・・・・・・・・・・・・１１ 

５ 福祉局・・・・・・・・・・・・・・１３ 

６ 経済産業局・・・・・・・・・・・・１７ 

７ 農業水産局・・・・・・・・・・・・２３ 



〇検査陽性者の状況
（注）検査実施人数には県内において疑い例または患者の濃厚接触者として検査を
   行ったものについて掲載

検査実施 陽性者数 軽症・ 施設
人数※１ ※２ 入院中 中等症 重症 入所 退院 転院 死亡
9,726人 502人 23人 23人 0人 1人 444人 0人 34人

Ａクラスターの陽性者の状況

陽性者数 軽症・ 施設
入院中 中等症 重症 入所 退院 転院 死亡

39人 0人 0人 0人 0人 37人 0人 2人

Bクラスターの陽性者の状況

陽性者数 軽症・ 施設
入院中 中等症 重症 入所 退院 転院 死亡

73人 1人 1人 0人 0人 54人 0人 18人

Cクラスターの陽性者の状況

陽性者数 軽症・ 施設
入院中 中等症 重症 入所 退院 転院 死亡

25人 0人 0人 0人 0人 25人 0人 0人

Ｄクラスターの陽性者の状況

陽性者数 軽症・ 施設
入院中 中等症 重症 入所 退院 転院 死亡

14人 0人 0人 0人 0人 10人 0人 4人

Ｅクラスターの陽性者の状況

陽性者数 軽症・ 施設
入院中 中等症 重症 入所 退院 転院 死亡

18人 1人 1人 0人 0人 17人 0人 0人

Ｆクラスターの陽性者の状況

陽性者数 軽症・ 施設
入院中 中等症 重症 入所 退院 転院 死亡

19人 2人 2人 0人 0人 15人 0人 2人

Ｇクラスターの陽性者の状況

陽性者数 軽症・ 施設
入院中 中等症 重症 入所 退院 転院 死亡

12人 0人 0人 0人 0人 12人 0人 0人

Ｈクラスターの陽性者の状況

陽性者数 軽症・ 施設
入院中 中等症 重症 入所 退院 転院 死亡

26人 1人 1人 0人 0人 25人 0人 0人

県外由来の陽性者の状況

陽性者数 軽症・ 施設
入院中 中等症 重症 入所 退院 転院 死亡

37人 0人 0人 0人 0人 37人 0人 0人

海外由来の陽性者の状況

陽性者数 軽症・ 施設
入院中 中等症 重症 入所 退院 転院 死亡

22人 0人 0人 0人 0人 20人 0人 2人

その他の陽性者の状況

陽性者数 軽症・ 施設
入院中 中等症 重症 入所 退院 転院 死亡

217人 18人 18人 0人 1人 192人 0人 6人
※1 検査実施人数については、発表時点での把握数。
※2 検査件数は、16,527件。
※3 陽性者数については、中国人渡航者2人を除く。また、再感染6人については、含めていない。

２０２０年５月２５日１８時現在

1



検査日 検査件数（件） 陽性者数（人） 率（％）

１月30日（木）
　～３月１日（日）

６３９ ３０ 4.7

３月２日（月）
～３月８日（日）

６８９ ４８ 7.0

３月９日（月）
～３月15日（日）

８１２ ４１ 5.0

３月16日（月）
～３月22日（日）

１，１２１ ２２ 2.0

３月23日（月）
～３月29日（日）

１，００３ ２３ 2.3

３月30日（月）
～４月５日（日）

１，１６５ ６１ 5.2

４月６日（月）
～４月12日（日）

１，６３７ １０２ 6.2

４月13日（月）
～４月19日（日）

１，６５８ ８１ 4.9

４月20日（月）
～４月26日（日）

１，６６０ ６６ 4.0

４月27日（月）
～５月３日（日）

１，３２１ １７ 1.3

５月４日（月）
～５月10日（日）

８９８ ７ 0.8

５月11日（月） １４２ ２ 1.4

５月12日（火） ２７２ ０ 0.0

５月13日（水） １９３ １ 0.5

５月14日（木） １８１ ２ 1.1

５月15日（金） ２０６ １ 0.5

５月16日（土） １５３ ２ 1.3

５月17日（日） １３２ ０ 0.0

５月18日（月） １５９ ０ 0.0

５月19日（火） ２３９ ０ 0.0

５月20日（水） １１２ ０ 0.0

５月21日（木） １０９ ０ 0.0

５月22日（金） ８２ ０ 0.0

５月23日（土） ９１ １ 1.1

５月24日（日） ３０ ０ 0.0

計 １６，５２７＃ ５０７ 3.1

＊愛知県分（愛知県衛生研究所等）及び保健所設置市分（名古屋市衛生研究所等）の合計

＊民間施設等の検査件数及び陽性者数を含んでいます（発表時点での把握数）。

＊【参考】疑い例または患者の濃厚接触者として検査実施した人数は計9,726人。

愛知県内における新型コロナウイルス
遺伝子検査件数

2020年５月25日15時現在

＃ 愛知県内における医療機関に対し、これまでに実施した遺伝子検査件数について協力依頼と調査を実施した
ところ、1,823件の追加報告があったため、12日付けで検査件数に加えています。

2



2020年5月25日現在

期間 患者数 感染経路不明

2月11日（火）～2月17日（月） 4 0

2月18日（火）～2月24日（月） 11 0

2月25日（火）～3月2日（月） 15 2

3月3日（火）～3月9日（月） 54 5

3月10日（火）～3月16日（月） 37 3

3月17日（火）～3月23日（月） 22 8

3月24日（火）～3月30日（月） 25 3

3月31日（火）～4月6日（月） 68 23（33.8%）

4月7日（火）～4月13日（月） 97 29（29.9%）

4月14日（火）～4月20日（月） 75 31（41.3%）

4月21日（火）～4月27日（月） 63 14（22.2%）

4月28日（火）～5月4日（月） 17 8（47.1%）

5月5日（火）～5月11日（月） 7 4（57.1%）

5月12日（火）～5月18日（月） 6 3（50.0%）

5月19日（火）～5月25日（月） 1 0（0%）

計 502 133（26.5%）

感染者数と感染経路不明者数の推移
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新型コロナウイルス感染症地域外来・検査センター運営費事業費 

予算額 ５０１，０５９千円 

 新型コロナウイルス感染症の拡大によるＰＣＲ検査の需要増大に備えると

ともに、「帰国者・接触者外来」の負担軽減のため、ＰＣＲ検査体制を拡充す

る。 

○ＰＣＲ検査所の設置・運営 

新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査を集中的に行う「ＰＣＲ検査所」

を設置・運営する。 

○ＰＣＲ検査所の概要 

対  象：地域の診療所等で診察を受け、ＰＣＲ検査が必要と判断 

された方 

方  式：屋外でのドライブスルー方式等 

設置か所：７か所 

検 査 数：１か所あたり各日１５人程度の検査を実施予定 

５月 15日 愛知県瀬 保健所豊明保健分室で開設
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愛知県医療従事者応援金及びあいち医療応援基金積立金について 

       予算額 ３，７４０，２００千円 

新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる入院医療機関の医療従事者を応援す

るため、本県独自の「愛知県医療従事者応援金」を創設する。また、応援金には広

く募集した寄附を財源とした上乗せを行う。 

愛知県医療従事者応援金        ３，２０４，０００千円 

１ 交付対象 新型コロナウイルス感染症患者が入院した医療機関 

       ※県内入院患者１例目まで遡って交付対象とする 

２ 使途の例示  

 ・新型コロナウイルスに感染した患者又はその疑いのある患者に対応した職員に

対して支払う手当 

 ・職員が家族への感染防止のためにホテル等に宿泊した費用に対する手当 

 ・妊娠中の職員、学校が臨時休業となった小学生の子を持つ職員、濃厚接触者とな

り自宅待機する職員の代替え職員の賃金等 

 ・患者の増加に伴い増員した職員の賃金等 

３ 交付額  入院患者１人当たり（軽症・中等症）      １００万円 

       人工呼吸器を装着又は ICU で対応した場合（重症）２００万円 

       ECMO（体外式膜型人工肺）を装着した場合（重篤）４００万円 

４ 交付時期 入院患者の症状により交付額が異なるため、退院（転院）後に入院医 

       療機関からの申請を受け、県から交付 

１ あいち医療応援基金積立金       ２６８，１００千円 

・個人、法人に関わらず広く募集した寄附を基金積立 

・基金運用利子の積立 

２ 愛知県医療従事者応援金加算金     ２６８，１００千円 

・愛知県医療従事者応援金に加えて、入院患者１人あたり１０万円を上乗せ交付
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新型コロナウイルス感染症対策民間病院経営維持資金貸付金について 

 予算額 １，５１８，０００千円 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、地域医療を担う病院の資金繰り

が悪化している懸念があることから、現行の救急医療体制を堅持するため、無

利子・無担保の新たな融資制度を創設し、厳しい状況にある病院に融資する。 

○ 貸 付 対 象 

第２次救急医療を担う病院を運営する医療法人（従業員数３０１人以上） 

○ 使   途 

運転資金 

 ○ 利   率 

無利子 

○ 融 資 期 間 

１０年以内（うち据置期間３年以内） 

  ○ 担   保 

なし                     

○ 融資限度額 

５億円（県２．５億円、市町村２．５億円） 

○ 貸付予定数 

６医療法人 

○ 融資制度のスキーム 

第２次救急医療を担う病院を

運営する医療法人 

貸付申請書・返済計画書

貸 付

県・市町村【各１／２】

審査機関（事前審査・助言）

貸付審査委員会

審査依頼 審査結果伝達

※第２次救急医療 

入院治療や手術を必要とする 

重症患者に対応する救急医療 
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テレワーク環境緊急整備費 
                   予算額 １１０，０４６千円 

１ 実施目的 

新型コロナウイルス感染症予防策として現在実施している在宅勤務をより効率化し、促進する。 

２ 実施内容 

 テレワーク用端末の追加導入 １，０００台 

（現在配備中１００台、緊急導入１，０００台の合わせて１，１００台を本庁、地方機関に配備する。） 

３ 導入スケジュール 

  機器の設定等を経て、令和 2年 9月より順次、各所属に導入 

より業務の円滑な遂行を図る必要があるため、上記対応を当面の間、引き続き

実施することに加え 

・配備済みテレワーク用端末(１００台)の再配置 
・緊急導入(１，０００台)テレワーク用端末の配置

総務局総務部情報政策課

ネットワーク管理グループ
内 線 5 0 6 5

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6115

人 事 局 人 事 課 監 察 室

監 察 ・ 服 務 グ ル ー プ
内 線 2 2 0 2

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6032

【在宅勤務に係る対応】

所属長の許可を得て 

・職場のパソコンを自宅へ持ち帰って利用する 

・自宅のパソコンを利用する 

上記の方法では、県庁内ネットワークへ接続できない。 
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アーティストや文化芸術団体等の活動を支援します

予算額 ６４４，０００千円 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、活動の場が減少したアーティストや文化芸術団体等の活動を

支援し、県内の文化芸術活動の継続を図ります。

         (当初予算額２５，０００千円) 

＜補助内容の拡充＞ 

・採択件数の増 

・中止事業について、交付決定額の範囲内で事業の準備に 

要した経費を補助 

・無観客での公演等に変更し、ネットでの動画配信等を行う 

事業を補助 

文化活動事業費補助金 １０，０００千円

（１）アーティスト等の活動に対する支援 

・県内文化施設の所蔵作品等を題材とした映像作品の制作

をアーティストに委託し、ウェブサイトを通したオンライ

ン配信を実施 

（２）伝統文化活動に対する支援 

・県内で長く継承されている伝統的な文化芸術活動の魅力

を伝える映像作品を制作し、地元テレビ局で番組として放

映するとともに、オンライン配信を実施 

文化芸術活動緊急支援事業費（新規） ７２，０００千円

・文化芸術活動関係者を支援するため、本県独自の応援金を

創設 

・「文化振興基金」を活用して広く寄附を募る。 

＜対象者＞ 

売上が前年同月比で 50％以上減少している県内の文化 

芸術関係の法人、個人事業者 

※国の「持続化給付金」が支給されていることが要件 

＜交付額＞ 

法人：20 万円、個人事業者：10 万円（定額） 

＜事業イメージ＞ 

文化芸術活動応援金（新規） ５６２，０００千円

文化芸術活動

関係者へ応援

金交付

県民文化局文化部文化芸術課

企 画 グ ル ー プ 

内  線 2455・2456 

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6184

【県】 

新規積立（一般財源） 

【個人、企業等】

寄附金

文化振興

基金

1
1
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介護サービス分野における新型コロナウイルス 

感染症対策を推進します 

予算額 ５４５，１６５千円 

１ 介護サービス確保対策事業費補助金（新規） 

  ５３，１１６千円 

休業要請を受け、訪問サービスに切り替えるなど代替サービスを 

実施する場合のかかりまし経費を支援します。 

○補 助 対 象  通所介護事業所等 ２６４施設 

○補 助 率  １０／１０ 

・利用者の居宅を訪問するために必要な経費 

  ・安否確認を行う際の ICT機器利用の経費 

  ・訪問サービスを提供するための職員確保に要した経費等 

２ 介護施設内保育所運営費補助金     １，８３２千円 

小学校の臨時休業に伴い、介護施設内保育所において、学童の 

受入れのために追加で配置した職員の人件費を支援します。 

○補 助 対 象  介護施設 ３施設 

  ○補 助 率  ２／３（事業者１／３） 

３ 介護ロボット導入支援事業費補助金 

２８，０００千円 

介護従事者の負担軽減を図るため、介護事業所が導入する介護 

ロボットの整備を支援します。 

○補 助 対 象  介護事業所 ６０施設 

 ○補 助 率  １／２（事業者１／２） 

４ 介護事業所ＩＣＴ導入支援事業費補助金 

          ２２，３４８千円 

介護従事者の職場環境の改善及び介護サービスの向上を図るため、

業務を効率化するＩＣＴ機器の導入を支援します。

○補 助 対 象  介護事業所 １７８施設 

○補 助 率  １／２（事業者１／２） 

５ 介護施設等整備事業費       ４３９，８６９千円 

(１) 介護施設等において、多床室を分離するための壁の設置等により 

個室化に要する経費を支援します。

○補 助 対 象  介護施設 ４施設 

○補 助 率  １０／１０ 

(２) 簡易陰圧装置及び換気設備の整備を支援します。

○補 助 対 象  介護施設等 １００施設 

 ○補 助 率  １０／１０ 

福祉局福祉部高齢福祉課

施 設 グ ル ー プ

内 線  3 2 1 5 ･ 3 2 1 6

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6287

1
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予算額 ７９３，２３５千円 

１ 障害福祉サービス確保対策事業費補助金（新規） 

２２８，２４１千円 

(１) 休業要請を受け、訪問サービスに切り替えるなど代替サービスを 

実施する場合のかかりまし経費を支援します。 

○補 助 対 象  通所サービス事業所等 ３７４施設 

  ○補 助 率  １０／１０ 

(２) 感染症のリスクを低減するため、障害者施設等において、ウイルス 

漏出を防ぐための簡易陰圧装置の整備や施設の消毒に要する経費を 

支援します。 

○補 助 対 象  障害者支援施設等 ４６施設 

  ○補 助 率  １０／１０ 

２ 障害者コミュニケーション手段利用促進費 

          １９，９７９千円 

  聴覚障害者等が安心して保健所等に相談できる体制を整備するため、

タブレット端末を活用した遠隔手話サービスを導入します。

３ 障害者地域移行推進事業費       ３，５３８千円 

共同受注窓口の活性化のため、窓口で取り扱う製品の電子カタログ

を作成し、新規顧客の開拓や販路拡大を図ります。

４ 工賃向上推進事業費          １，４９３千円 

就労継続支援事業所に対し、他の生産活動への新規参入や転換等を

支援するため、経営や工賃向上に詳しいアドバイザーを派遣します。

５ 障害者就業・生活支援センター事業費   ３，９２７千円 

生活支援担当職員を追加で配置し、活動自粛や休業等で職業生活の 

リズムが崩れる恐れのある障害者への支援を強化します。 

６ 障害者施設介護ロボット導入支援事業費補助金 

３，３００千円 

障害者施設等において、介護従事者の負担軽減を図るために導入 

する介護ロボットの整備を支援します。 

○補 助 対 象  障害児入所施設、生活介護事業所 １１施設 

 ○補 助 率  １０／１０ 

７ 障害者施設設置費補助金        １９，６５６千円 

障害者支援施設において、多床室を分離するための壁の設置等により 

個室化に要する経費を支援します。 

○補 助 対 象  障害者支援施設 ２施設 

○補 助 率  ３／４（事業者１／４） 

８ 障害者地域生活支援事業費補助金   １８１，００１千円 

９ 障害児通所給付費負担金       ３３２，１００千円 

学校の臨時休業に伴い、利用が増加した放課後等デイサービスについ

て、保護者の負担分を支援するとともに、追加的な経費を負担します。 

福祉局福祉部障害福祉課

業務・調整グループ

内 線  3 2 3 0 ･ 3 2 4 0

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6294

障害福祉サービス分野における新型コロナウイルス 

感染症対策を推進します 

1
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１「生活福祉資金貸付制度」の拡充 

 愛知県社会福祉協議会において実施している生活福祉資金貸付制度に特例措置

を設けて、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、休業等により収入が減少した

世帯に対し、「緊急小口資金」及び「総合支援資金（生活支援費）」の貸付を実施。

（１）貸付窓口 県内の市区町村社会福祉協議会(69 ヶ所) 
東海労働金庫(東海ろうきん 緊急小口資金取次センター) 
県内の郵便局（81 ヶ所・５月 28 日(木)から開始）

（２）受付期間（特例措置分） 2020 年３月 25 日（水）～７月 31 日（金） 
（終了日は予定） 

（３）制度の概要 
〇緊急小口資金 １０万円以内 

学校等休業、個人事業主等の場合は特例として２０万円以内 
 〇総合支援資金（生活支援費） ２人以上世帯：月２０万円以内 

                    単身世帯   ：月１５万円以内 

（４）貸付決定件数等（3/25～5/20） 

２「住居確保給付金」の拡充 
離職・廃業により住居を失った又は失うおそれがある方に期間を定めて家賃相当

額を支給する住居確保給付金について、新型コロナウイルス感染症の影響により、

離職・廃業していないものの同程度の状況にある方も対象に加える。

（１）支給額 単身世帯の場合 37,000 円（上限）
（住所地や世帯構成等により異なる。）

（２）申込・相談窓口 自立相談支援機関(市福祉事務所や県福祉相談センター等) 

（３）支給決定件数（4/20～5/15） 

決定件数 決定金額 備 考

12,413 件 20 億 3,805 万 3 千円 
緊急小口資金 12,356 件 
総合支援資金  57 件 

件数 決定額

398 件 15,170,000 円

県民生活への対応

15
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休業要請等にご協力いただいた事業者の皆様へ

協力金等を交付します 

予算額 １０，８９２，８２５千円（４月補正 7,550,000 千円→５月補正後 18,442,825 千円） 

休業要請等にご協力いただいた中小事業者等に対し、市町村と連携して、協力金等を交付します。 

１ 休業要請及び営業時間短縮の要請に全面的に協力いただいたああああああああああああ  ああ 7,100,000 千円 

中小事業者等に対する協力金ああああああああああああああああああああああ   （４月補正 7,550,000 千円） 

（１）交付額   ５０万円（県２５万円、市町村２５万円） 
（２）スキーム  市町村が支払う協力金及び事務経費の１／２を負担 
（３）対象施設   遊興施設等、大学・学習塾等、運動・遊技施設、劇場等、 

集会・展示施設、博物館等、ホテル又は旅館、商業施設、食事提供施設（営業時間短縮要請） 
（４）総事業費  ２９３億円（県・市町村） 

２ 自主的な休業を実施した理容・美容業事業者に対する協力金（新規）                 1,792,825 千円 

（１）交付額   ２０万円（県１０万円、市町村１０万円（任意）） 
（２）スキーム（市町村が連携する場合） 

  ＜組合加盟事業者＞ ＜組合未加盟事業者＞

３ 市町村が独自に実施する休業支援金等に対する支援（新規）                2,000,000 千円 

 （１）交付額   市町村が定める任意の額（５０万円上限、１／２を補助） 

 （２）スキーム 

10 万円

10 万円
県 

市町村

組合未加盟 

事業者 

10 万円

10 万円
県 

市町村

組合 

休業事業者 

のとりまとめ

組合加盟 

事業者 

１／２補助

県 市町村 事業者（テナント）

支援金等 

テナントとして入居している施設等の運営者・
管理者からの休業要請により、自らの意思に基
づくことなく休業を余儀なくされた生活必需物
資・サービスの提供を行う中小事業者等

と り ま と め

経済産業局中小企業部商業流通課

商 業 指 導 グ ル ー プ

内 線 3 3 5 0 ･ 3 3 5 1

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6336

50万円
県 ＋ 市町村 事業者

1
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予算額 １９，９５０千円（新規）

小規模事業者に対する経営支援を強化します 

   新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける小規模事業者を支援するため、国の「持続化給付金」を

始めとした各種助成金に係る電子申請手続の支援など、相談体制の強化を行う商工会を支援します。

新型コロナウイルス感染症対策経営支援事業費補助金 

〇 補助対象事業の例 

    ・電子申請相談窓口の設置 

・相談者が活用できるパソコンや Wi-Fi 環境の整備 など 

〇 補助先：県内全５７商工会 

〇 補助率：１０／１０ 

      （１商工会あたり３５０千円を上限） 

経済産業局中小企業部
中 小 企 業 金 融 課
団 体 指 導 グ ル ー プ
内 線 3 3 4 0・ 3 3 4 1
(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6335
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経済産業局の対応 

１ 「愛知県・市町村新型コロナウイルス感染症対策協力金」の創設 

 本県の休業要請・休業協力依頼に応じて、全面的に協力いただける事業者に対し、市町村と連

携して協力金を交付

【交付額（定額）】50万円（県25万円、市町村25万円） 

２ 市町村が独自に実施する休業支援金等に対する支援

 テナントとして入居している施設等の運営者・管理者からの休業要請により、自らの意思に基

づくことなく休業を余儀なくされた生活必需物資・サービスの提供を行う中小事業者等を対象に、

市町村が支援金等交付事業を独自に実施する場合、県が補助 

【交付額】市町村交付額の合計の2分の1以内（1事業者あたり25万円（50万円×1/2）を上限） 

３ 医療物資の調達 

 無償又は有償で、医療物資（マスク、防護服、フェイスガード等）を提供していただける事業

者を募集（4月17日から） 

４ 相談窓口の開設（「中小・小規模企業総合相談窓口」における相談対応） 

 県機関、県内商工会議所・商工会等、約100カ所に設置する相談窓口で、中小・小規模企業や

事業基盤の弱いフリーランスを含む個人事業主に対して、資金繰り、経営等に関する相談対応・

情報提供を実施 

＜相談実績＞15,096件（2/3～5/20の累計） 

期間 2/3～2/5 2/6～2/12 2/13～2/19 2/20～2/26 2/27～3/4 3/5～3/11 

件数 11件 11件 98件 86件 406件 1,190件 

期間 3/12～3/18 3/19～3/25 3/26～4/1 4/2～4/8 4/9～4/15 4/16～4/22 

件数 765件 759件 675件 1,033件 1,485件 1,771件 

期間 4/23～4/29 4/30～5/6 5/7～5/13 5/14～5/20   

件数 1,560件 1,086件 2,327件 1,833件   

５ 県融資制度の拡充 

（１）「新型コロナウイルス感染症対策緊急小口つなぎ資金」の創設（５月18日～12月31日）

・実質無利子 

・原則、無担保 

・信用保証料の全額免除（条件変更による増額分は事業者負担） 

・信用保証協会に対する損失を県が全額補償 

・融資枠 1,000億円 

融資実績（保証承諾ベース･5月20日時点） 4件 0.2億円
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（２）「新型コロナウイルス感染症対応資金」の創設（5月1日～12月31日） 

・一定の要件を満たす場合、当初3年間を実質無利子 

・無担保 

・信用保証料の全額又は半額免除 

・信用保証協会に対する損失を県が全額補償（条件変更による増額分は事業者負担） 

・融資枠 4,000億円 

融資実績（保証承諾ベース･5月20日時点） 6,001件 1,166億円

（３）「新型コロナウイルス感染症対策緊急つなぎ資金」の創設（3月9日～8月31日） 

 東日本大震災対応の際の「ガンバロー資金」と同等の融資制度を新設 

 ・信用保証料の全額免除（条件変更による増額分は事業者負担） 

 ・原則、無担保 

 ・信用保証協会に対する損失を県が全額補償 

 ・融資枠 2,000億円 

融資実績（保証承諾ベース･5月20日時点） 6,010件 1,070億円

（４）「サポート資金（セーフティネット）」の拡充（3月2日～） 

 ①セーフティネット保証４号の発動 

  国が本県を含む47都道府県を突発的災害（自然災害等。今回は新型コロナウイルス感染症が

これに当たる。）の影響を受けた地域として指定 

融資実績（保証承諾ベース･5月20日時点） 2,596件 599億円

 ②セーフティネット保証５号の業種の追加指定 

  全国的な不況業種の対象が2020年5月1日から原則全業種に拡大 

融資実績（保証承諾ベース･5月20日時点） 469件 122億円

（５）「サポート資金（大規模危機対応）」の取扱い開始（3月13日～2021年1月31日） 

  国の保証制度である危機関連保証に対応。大規模な経済危機、災害等による信用収縮への対

応として実施される危機関連保証の認定を受けた中小企業者が対象

融資実績（保証承諾ベース･5月20日時点） 683件 252億円

（６）「サポート資金（経営あんしん）」の拡充（2月18日～2021年3月31日）

  売上高について、1 か月間の減少実績、かつ、その後の 2 か月間の減少見込みがあれば制度

の利用が可能となるよう、融資条件を緩和 

融資実績（保証承諾ベース･5月20日時点） 620件 67億円
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６ 商店街の活動の支援 

 商業振興事業費補助金に「新型コロナウイルス感染症緊急対応事業」を新設し、食事のテイク

アウトや商品等のデリバリー事業など商店街等団体が独自に実施する事業を支援（単一団体の場

合上限90万円、複数団体連携の場合上限180万円） 

７ 「新型コロナウイルス感染症対策経営支援事業費補助金」の創設 

 国の「持続化給付金」を始めとした各種助成金に係る電子申請手続きの支援など、相談体制の

強化を行う商工会を支援 
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新型コロナウイルス感染症の影響を受けた農業者を支援します 

 イベントや冠婚葬祭等の自粛により需要が低迷している、全国一の産出額を誇る「花き」や 

「つまもの」の利活用に取り組む農業者の支援や、不足する農業労働力不足の解消を図ります。 

農産物利活用支援事業費補助金 予算額 ４９５，５００千円（新規）         事業スキーム

対 象 期 間：2020年5月18日（月）から6月30日（火）まで 

 支援対象者：「花き」や「つまもの※」について20万円相当量（諸経費を含む）の 

利活用に取り組んだ農業者（経営体） 

※つまもの：大葉や菊花、エディブルフラワー（食用花）等 

 支 援 額：１農業者（経営体）当たり20万円 

 事 業 内 容：生産現場の出荷調整で市場に出せない「花き」や「つまもの」を農

業者と農業団体が協力して無償で利活用先にお届けし、公共施設等

での「花き」の装飾や「つまもの」を使った新メニューの開発など、

新たな需要を喚起する取組に対し、助成する。 

農業労働力確保緊急支援事業費 予算額 １８，２５９千円（新規） 

  外国人技能実習生が入国できないことによる人手不足を解消するため、就農を希望する人を対象に、農作業の知識や技

術を習得する研修を実施します。 

  場  所：農業大学校 

  内  容：農作物の栽培管理等に関する座学と実技 

補助金

配送 集荷 支払

　愛知県経済農業協同組合連合会）

愛　知　県

配送

 公共施設、
 コンビニ、
 加工品事業者等

農業者

（花き、つまもの）
※２０万円相当

農業団体

　（愛知県農業協同組合中央会、

農業水産局農政部 
園芸農産課花きグループ
内線 3685・3684 
(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6419
農業経営課教育グループ

内線 3665・3664 
(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6409
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学校給食に県産牛肉・名古屋コーチンを提供します

                予算額 ２，３０９，１１６千円（新規） 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、県産牛肉・名古屋コーチンの価格の下落や販売量の減少が顕著である

ため、学校給食に県産のおいしい牛肉や名古屋コーチンを提供して児童生徒を応援するとともに、県内畜産農家 

及び食肉事業者を支援します。 

 １ 提供対象校 

   公立の小学校、中学校、特別支援学校、夜間定時制高等学校

 ２ 保護者の費用負担 

   なし（無償提供）

 ３ 提供量

食材の種類 提供量／回 提供回数 提供人数 

県産牛肉 100g ３回 
約 67 万人

名古屋コーチン  75g ２回 

農 業 水 産 局 畜 産 課

生産 ・ 流通 グル ープ

内 線  3708・ 3709

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6426

県産牛肉等学校給食提供推進事業費補助金

事業スキーム

調整

(食材・数量)

(給食センター)

食材納入

県

畜産関係団体

食肉事業者

畜産農家

　　納入買上　　　 

買上・発注 

補助金 

県・市町村

教育委員会
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